V The Industrial Waste Problems and the Task of Local Government : Research Report on Local Governments\u27 Policies for Industrial Waste (5) by 鵜飼 照喜
総合都市研究第69号 1999
V 産業廃棄物問題と自治体行政の課題:長野県の事例を通して
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鵜飼照喜事
要約
本稿は、ここ数年にわたって首都圏を中心とした地方自治体の産業廃棄物問題を課題と
して取り上げてきた中で、首都圏の廃棄物が流入して地域紛争が頻発している長野県を事
例として、産業廃棄物問題の類型や社会的背景、或いはその問題の背後にある中央官庁の
所管問題、さらには産業廃棄物問題に関わる住民運動の社会的特性について考察し、併せ
て環境社会学的課題を提示することを課題とする。
産業廃棄物問題はl.焼却炉問題、 2.最終処分場問題、 3.堆肥センター問題 の3類型に
区分して考察する。というのは、昨今首都圏で産業廃棄物問題として、焼却炉の排ガスに
含まれるダイオキシンによる環境汚染が大きな問題とされているが、その問題は焼却炉と
いう産業廃棄物処理施設のうちの中間処理施設による環境汚染という産業廃棄物施設の持
つ問題の一部に過ぎない。この焼却炉の排ガスによる環境汚染とともに、その焼却炉から
排出される焼却灰が処理される最終処理施設の問題もなお深刻である。また、堆肥センター
という、一見産業廃棄物問題とは関わりのないように見える施設も産業廃棄物問題と深く
関わっていることを提示する。そして、そうした様々な産業廃棄物問題の社会的背景と中
央官庁の産業廃棄物処理行政の問題、さらには地方自治体が当面している課題を明らかに
し、最後に産業廃棄物問題に取り組む住民運動の特質について考察する。
1.長野県の産業廃棄物問題の概要
1998年5月に長野県北部農村地帯の一角で大量
の汚泥不法投棄が発覚し、マスコミで報じられた
こともあって、長野県の産業廃棄物処理問題の深
寧信州大学教育学部
刻きが全国的に知られるようになった。しかしな
がら、長野県ではすでに1980年代から産業廃棄物
処理場問題を抱える地域は数多くみられた。その
中には上記付近の千曲川河川敷に大手ゼネコ26社
の共同出資により建設廃材用の大規模な産業廃棄
物処理施設を建設するという計画もあったが、そ
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れは地元高校生の地道な事実探究の熱意に裏付け
された活動で、同施設責任者が公の場で回答に窮
し、やがて撤退を余儀なくされたという事例とし
て地元では周知の事実である O
また、県内北部地域のある村では集落の水道水
源地のわずか500m上流に産業廃棄物処理施設を
建設するという計画には、地元住民の運動のエネ
ルギーを背に役場自身が同施設の建設差し止めの
仮処分を求め、役場側の申請が認められた例や産
業廃棄物処理施設の操業を巡り、住民の求めに応
じて町村役場自体が環境調査に乗り出したり或い
は大学等の研究機関に調査委託したりしている事
例が幾つも見られる。
ところが、上記の様な対応を見せる地方自治体
は人口10，000人たらずの小規模な町村に限られて
おり、県内各地の中核的都市部の同様の問題では、
市当局は住民の要求に背を向ける傾向にある。さ
らに長野県自体が県内 3地区に大型の産業廃棄物
処理施設を建設し、第三セクタ一方式で経営する
計画をもっている。そのなかには、すでに環境調
査を終えて着工に取りかかろうとしている所もあ
れば、 計画地に隣接する町とその住民の反対に
あって、計画が全く進んで、いないところもある。
また、県で進める環境調査とは別に村役場独自で
社会環境調査を実施して、計画を進めようとして
いるところもある。
こうした動きは、今日の廃棄物問題やリサイク
ル問題等を扱っている専門の雑誌に紹介され、長
野県は産業廃棄物問題の紛争の多いところとみら
れている O 県内の上記の様な動きは、 とりわけ
1990年代後半に入ってから顕著に見られるように
なっているが、その理由としては、 1995年秋に長
野市で廃棄物処分場問題に関する住民運動の全国
的規模の集会が開かれたり、或いは県中部の中核
都市の職員組合が同様の集会を開催したりしてき
た等の幅広い運動が産業廃棄物問題を掘り起こし
てきたという面も指摘できるO その数は最近5年
間では 100を越えると、その運動をリードしてき
た市民団体の一人は言う。
また、別の面からみると、長野県のこの問題で
の地域紛争の多さは、一つには山間地・過疎地を
抱えた県自体の面積が大きいこと、第二には長野
オリンピックを契機に県内に高速道路が伸長して
きた結果、関東や関西地方の大都市圏からのアク
セスが良くなったり、高速道路が農業県である長
野県から農産物を移出する役割をもつようになっ
た反面、産業廃棄物を大都市圏や工業地帯から搬
入する手段となっているとも指摘されている。
本稿はこうした問題を抱える首都圏に近い長野
県の事例を通し、地方の社会が抱える産業廃棄物
問題に関して、この問題が生じてきた社会構造や、
地域紛争化してしまう制度的・政策的側面につい
て分析・考察するととも、産業廃棄物処理問題に
係わっている住民運動の特質を考察・解明する。
2.産業廃棄物問題の諸類型とその諸側面
ところで、産業廃棄物処理施設問題と言っても
様々な類型があり、また多様な側面を持っている。
そこで長野県各地の事例を通して類型化し、それ
ぞれの抱える社会的側面を解明する。
(1 )焼却炉問題
今日大都市圏周辺地域の産業廃棄物問題が大き
な関心を集めているなかでダイオキシン汚染が集
中的に取り上げられているが、ダイオキシン汚染
で問われているものは、産業廃棄物処理施設のな
かで中間処理施設と言われる焼却炉から、プラス
ティック類を焼却した際に排出されるダイオキシ
ンによる農作物や人体への影響の問題にあるとさ
れる。これと同様の問題は県内各地でみられ、前
述したように町村役場が環境調査に乗り出してき
ている地域の問題がおおかたこれに該当する O こ
のダイオキシン問題はその他の環境ホルモン問題
とともに今日急速に国民的な関心を集めている環
境問題の一つである。
しかし、産業廃棄物問題のなかでこの焼却炉問
題を考える時、このダイオキシン問題は焼却炉問
題の一つに過ぎない。なぜならば、焼却炉から排
出される有害物質はダイオキシンに限らないから
である。焼却炉は高温・高圧かつ多様な物質が投
入されるという条件で稼働する点で一種の化学合
鵜飼 :v産業廃棄物問題と自治体行政の課題:長野県の事例を通して 63 
成施設といえるが、研究所や化学工場の化学合成
施設とは異なり、化学合成の原料や素材等が不特
定であること、合成の諸条件や施設の構造・強度
等が全く不明・不安定であるという問題を抱えて
いることである。また、その施設を経営・運営す
る者がおそらくほとんど化学合成に関する科学的
知識や技術、さらに焼却施設自体に関する知識や
運転技術を持っていない場合も多いと考えられる。
したがって、この「化学合成施設Jから生成・排
出される物質がいかなるものであり、どのように
自然界や人間に影響を与えるかということを予め
正確に把握することは全く不可能で、あると考えら
れることであるO 仮に今日問題となっているダイ
オキシンが焼却炉の煙突から排出されなくなった
としても、重金属等有害物質を含む排ガスは依然
として排出されつづけるのである。さらに、今日
ダイオキシンの発生を抑える方法として提唱され
ているように、 800度以上の高温で焼却炉の連続
操業を続けるために大量の廃棄物を広範な地域か
ら収集して焼却することは「化学合成施設」の危
険性をより一層拡大することになる。 もとより、
こうした収集の広域化と大量焼却という方式は、
これまで廃棄物処理問題に関して確立してきた廃
棄物の白区内処理の原則や廃棄物の少量化という
目標に反するものであることは言うまでもない。
また、焼却施設で、ダイオキシン発生を抑制するた
めに、 800度以上の高温で、連続燃焼させたり、焼
却炉内のダイオキシンを除去するために、様々な
集塵装置を併設し、稼働させることが提唱、実行
されてもいる。しかし、集塵装置で焼却炉のなか
の飛灰を回収する過程では、その装置が作動する
ために飛灰を含む排ガスの温度を下げなければな
らない。ところが、そうして排ガスの温度を下げ
たことによって必ずダイオキシンを発生させるこ
とと、ダイオキシンを含むその焼却灰の回収と最
終処分の方法に関する議論がこのなかで欠落して
いることも重大な欠陥として指摘しておかなけれ
ばならない。
次に、今年2月に大きな問題となった首都圏T
市の農産物汚染に関し、問題点を指摘しておきた
し、。
その一つは、岡市が安全宣言を出した根拠とな
る調査に関するものである。その調査結果が真に
住民にとって安全を保証するものであるためには、
調査地点や調査方法が公表され、科学的な妥当性
をもつものとして住民や専門家を十分に納得させ
るものでなければならない。しかし、そうした
データに関する公表の動きは見られないし、安全
宣言を出す根拠となるデータは、すでに 2年近く
前に調査されたものであることも住民を十分に納
得させるものであるかが問われている。
他方、 T市の野菜汚染問題のきっかけとなった
民間TV番組では、 WHOのいう〔人体に影響の
ない 1日当たりの摂取許容量〕と〔通常の量〕と
が混同されている点が問題である O ダイオキシン
が本来自然界に存在しない物質であり、非意図的
であれ人聞が人工的に作りだしたものであること
は、すでに周知の事実である。そうであれば、〔通
常の量〕は例えピコグラムレベルの極めて徴量で
あったとしても許容できるものではなく、〔ゼロ〕
でなければならない。この点では、マスメディア
も行政と同ーの見解に立っており、さらにきっか
けとなったニュース番組を批判するマスメディア
等もこの点の非科学性を指摘することはない。医
学的な〔許容量〕と自然界に本来存在しない物質
の〔通常の量〕とを混同することは科学的にみて
重大な誤りであり、それによって医学的に許容で
きる範囲とはいえ、有害物質が広範に拡散するこ
とを結果的に認めてしまう恐れがある。また、 T
市の同地域に集中する焼却炉で日々大量に発生す
るダイオキシンを含んだ焼却灰の最終処分先の状
況を調査する動きも見られない。もとより、先に
述べた焼却炉によるダイオキシン以外の有害物質
の排出・拡散問題が何ら問題視されていないこと
も見過ごすことができない点である。
また、この問題を契機に市当局は市の条例を改
正し、上乗せ排ガス規制をいっそう厳しくすると
報じられているO しかし、その前に岡市は国の規
制よりも厳しかったこれまでの条例がもたらした
効果を検証したうえで、次の対策が立てられるべ
きである。しかし、そうした検証がなされたとい
う報道もない。あるいは、この地域の産業廃棄物
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処理施設問題は以前から指掃されて久ししこの
間市当局は住民の要請にどのように応えてきたか
が問われるべきである O
(2)最終処分場問題
次に、廃棄物処分過程の最後に位置する最終処
分場の抱える問題を提示しよう。
この最終処分場問題では、その具体的方法が廃
棄物の埋立によるものであることから、東京都日
の出町や香川県豊島の処分場の事例のように、長
野県に限らず全国各地で紛争の要因になっている
ものが多数存在する O これらは、これまで稼働し
てきたもので埋立が完了したもの、現在稼働中の
もの、現在計画中あるいは建設中のものに区分さ
れるが、いずれもその施設からの有害物質の流出
の危険性が問題視されている O
長野県ではこうした事例が多数みられるが、前
述のように集落の水源地の上流わずか500m上流
に建設予定の処分場計画が、中止に追い込まれた
事例もある O
他方、なかにはその処分場が山間部の傾斜地に
位置しているため、処分場建設工事自体やその稼
働により、さらには埋立終了後の管理の有り様に
よってはその区域の崩壊をもたらす恐れがあると
指摘されている事例がある。また、地形的には逆
に山間部の沢を埋め立てて最終処分場建設を進め
ようとしている事例が見られる。この場合でも、
やはりその施設を含む区域の崩壊をもたらす恐れ
が多いと指摘されている O 長野県のような急峻な
山岳地帯には沢が多いが、沢は本来水が流れると
ころであり、そこを埋め立てて施設を建設すると
いう発想自体が自然の摂理を無視したものである。
長野県の山岳地帯はそうした施設の建設には基本
的には不適格であるというのが地質学的な常識で
ある。
このように廃棄物の最終処分場の問題は第ーに
は埋立による地域の水質汚染=水源地汚染という
問題であり、第二にはその立地条件によってはそ
の設置区域の崩落をもたらす危険性がある。この
二つの問題点は直接的には当該地域の環境破壊の
問題であるが、長野県の場合では山間部の水源地
汚染は、すべて県内の 4大河川の水質汚染の問題
でもあるO あるいは、山間部の尾根や沢の崩落と
いう自然破壊も、やはり 4大河川の水害の要因と
なる。こうした水質汚染や水害という環境破壊は
4大河川の流域、さらには下流域の長野県外各地
の環境破壊の要因となっていく O
首都圏や中部圏、さらには関西方面からの産業
廃棄物処理のための施設建設と稼働が、長野県の
みならず4大河川の下流域の広範な地域の環境破
壊の要因となっている O また、長野県やその 4大
河川の流域は全国でも有数の農業生産地帯であり、
長野県に持ち込まれた産業廃棄物はその農業地帯
の水質を汚染し続け、かっそこで生産された農産
物が全国各地に流通し、消費されているのであるO
そこには極めて歪められた形の不健康な「物質循
環」が形成されていると言わなければならない。
ところで、こうした事例と歪められた「物質循
環」の構造は、長野県以外にも見いだすことがで
きるであろう。そこで、こうした状況を生み出し
ている社会構造の分析を、次の節で進める。
(3)堆肥センター問題の諸側面
昨年春に報道され、大きな問題とされた長野県
北部の I市の堆肥センター問題は、表面的には汚
泥から堆肥という有価物=商品を生産する際の
「有価物Jの扱いの問題であり、廃棄物問題とは無
縁のように考えられる。しかしながら、その「扱
い」や業者が取ってきた経営姿勢が示しているよ
うに、この問題も産業廃棄物処理問題の一環であ
ることカf明らかになっている O
この問題が表面化したのは、岡市の国営農地開
発の一角に市内の堆肥センターから運ばれた汚泥
が放置されていること、その周辺から高濃度の水
質汚染が確認されること、さらに医療系廃棄物等
が汚泥のなかに混ざって捨てられていることが地
元住民に発見され、指摘されたことによるO この
指摘に対しこの業者は「放置したのではなく、堆
肥化する過程で一時的に保管したもの」と主張し
たが、汚泥に混ざFっているものや、周辺の汚染、さ
らに堆肥センターの処理能力をはるかに越えて汚
泥が工場に搬入されていること、あるいは同施設
鵜飼 :v産業廃棄物問題と自治体行政の課題:長野県の事例を通して 65 
設置に際して契約された内容に反し、県外から広
範に搬入されていること等の事実が明らかになっ
た。
他方では、この堆肥センター自体の周辺では同
施設の操業による悪臭の苦情が周辺住民から絶え
ないでいる O さらに、この業者の関連企業が近隣
の産業屠棄物処理業者であることから、前述の不
法投棄されたなかにその関連企業で処理された廃
棄物が混入されているのではないかという疑いも
生じてきている。
こうした企業に対し、行政倶1)は事実上不法投棄
として投棄された汚泥の撤去を指示し、それに基
づく業者の措置で一応の決着をみた。この問、同
地域の農産物の購入を控える消費者団体があり、
いわゆる風評被害も見られた。しかし、施設その
ものへの周辺住民の苦情に対し、行政側の対応は
未だ見られないままである。
これと同様の問題を抱えている地域が長野県東
部の中核都市にもあるO そこでは長年堆肥工場が
悪臭を発生させ、住民から苦情が絶えず、問題解
決のために市や保健所との交渉を住民が求めるに
もかかわらず、事態が進展しないままのところも
みられる O
また、昨年暮れから今年初めにかけて、県内中
部のS村では、同村の計画している堆肥センター
の原料にT電力会社の原子力発電所で排出される
放射能を帯びた貝殻を堆肥のカルシウム分の補給
用に混入する計画が明らかになり、大きな問題と
なった。この件で原料の一部として混入される予
定であった、原子力発電所で排出される貝殻は産
業廃棄物である O 一般論として産業廃棄物が何ら
かの形で有価物=商品として市場に循環すること
自体は評価されなければならない。しかし、そこ
ではその商品の安全性が求められていることは自
明のことである。 S村では、住民の反対運動の高
まりや周辺地域の農協がその堆肥の購入を拒否し
たことから、村が原子力発電所の員殻を同施設で
混入する計画を撤回することによってこの問題は
解決した。
長野県では、こうした事例に見るように農業
県であることから県内各地に堆肥製造のための廃
棄物処分場施設が稼働していたり、さらに建設が
進められようとしている事例も多い。なかには東
部地区のU町の堆肥センターは、すでに長い実績
と評価を持ち、同町の廃棄物処理の重要な一環と
して機能している事例もある O しかし、長野県で
は前述の事例のように単なる産業廃棄物の不法投
棄でしかない事例等、産業廃棄物処理問題の一部
と言うべき問題が生じてきている。
以上、長野県に起きている廃棄物問題の事例は
長野県の立地条件や産業上の特性に由来するもの
であることは言うまでもない。しかし、このこと
は前述の各事例が長野県に特有の問題であるとい
うことを意味するものではない。そこには他の都
道府県に生ずることもあり得る社会構造的背景が
見られるのである。長野県の産業廃棄物処理問題
がとりわけ深刻であるように見られることがある
とすれば、おそらく全国どこにでも見られるこの
問題が住民の眼と力で掘り起こされてきたからで
あろう。
そこで、次節では産業廃棄物処理施設が問題化
する社会的背景を長野県を事例として構造分析を
試みる O
3.産業廃棄物処理問題の社会的背景
前節で明らかにしたように、産業廃棄物処理施
設が多数建設されてきた長野県では、その立地条
件が建設を進める側から見れば充分整っているか
らだと考えられる。その一つは山間地の過疎地が
多いこと、第二には長野オリンピックを契機に高
速道路が伸長してきたことが挙げられる Oそして、
産業廃棄物処理施設の立地条件をみるとさらに、
第三の点が明らかとなる O すなわち既存のものも
計画中のものも殆どの施設が、行政区の境界付近
に位置する点である。このことは、そうした行政
区の境界付近では同施設の建設費としての地代が
安いという経済的要因とともに、その施設が人目
につき難いという面も考えられる。とすれば、こ
の立地条件は産業廃棄物処理業者にとって有利で
あること、およびそうした施設が業者自身におい
て「迷惑施設」であることの自覚、さらには違法
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操業や不法投棄等の可能性を内包するものである
ことを暗示しているということができる O
(1 )産業廃棄物処理業界の体質と歴史性
ところで、こうした問題を引き起こしてきてい
るにもかかわらず、産業廃棄物処理施設が建設さ
れるには、もう一つの大きな理由がある。それは
そうした施設を地域に導入しようという社会的勢
力が存在することである O そして、その社会的勢
力はさらに三つに区分される。その一つはその施
設を必要とする産業界であるO ただし、このセク
ターの基本的姿勢は施設が効率よく稼働するとこ
ろなら、どんな地域でもよいというものである。
次に第二のセクターは産業廃棄物処理業者である。
ところが、長野県の産業廃棄物処理施設業者のな
かにはもともと県内で同様の事業を営んできた業
者ばかりではなく、首都圏や中部圏さらには関西
地方の事業者が進出してきていることが明らかに
なってきている。けれども、こうした業者の世界
がどのようなもので、産業廃棄物を排出する企業
の世界とどの様な関わりをもっているかは、決し
て十分に明らかではない。けれども、他方では産
業廃棄物処理が、かつては経済学のなかで「外部
不経済」と呼ばれ、日の目を見ない領域であった
と同様に、日本社会のなかで、廃棄物処理を担って
きた人々の社会階層と、日本のなかに現存する歴
史的差別の構造とが深いところで係わっているの
である。もっとも、経済学がこの領域を「外部不
経済」と呼んだとき、その担い手の人々をどこま
で意識していたかは定かではない。また、歴史的
差別の構造を是認する意図があったとも考えられ
ない。しかし、「外部不経済」とはいえ、その領域
を担う人々が存続してきたことは、まぎれもない
事実である。また、社会科学がこの領域に十分光
を当ててこなかったことは、単に社会科学だけの
責任ではなく、近代社会のなかで「豊かさ」と「便
利さ」を追求してきたわれわれ自身の問題でもあ
る。
産業廃棄物処理業界の不法投棄や不法・違法操
業を枚挙するには事欠かないが、この問題の解決
と真の循環型経済社会への転換のためには、これ
までこの領域を担ってきた業界が望ましい方向に
転換することが不可欠であるO 一般的にイメージ
されているこの業界のダーテイな面を批判するだ
けでは解決の道は示されない。むしろ、そうした
業界を直接利用してきた産業界や、間接的に依拠
してきた消費者がこの面を直視しなければ、産業
廃棄物処理問題を正面から捉えることにはならな
いであろう。
第三のセクターは県内外の第一のセクターの要
請を受け、時には県外からの第二のセクターの要
請を受けて県内業者への橋渡しの役割を担って産
業廃棄物処理施設の建設を推進するセクターであ
る。このなかには、民間の産業廃棄物処理業者を
県外から導入する不動産業者を含むが、近年では
地域振興策として産業廃棄物処理施設を公的に導
入しようとする地方自治体も含まれる。そこで次
にこうした事例を取り上げて考察する。
(2)地繊振興策としての産業廃棄物処理施設の
導入と地方自治体
前述したように、時として「迷惑施設jたる産
業廃棄物処理施設が過疎地域においては、その地
域社会の活性化の切り札として導入される事例が
見られる。長野県では、第三セクターの運営によ
る三つの大型産業廃棄物処理施設が計画されてい
るが、そのいずれもがそうした脈略で計画されて
いる。そしていずれも町村役場主導で計画が進行
しているが、いずれの計画も地域住民との間で紛
争の原因となっているし、なかには隣接する町村
との聞でも紛争の要因になっているところもある O
こうした計画の拠り所は1991年の改正廃掃法にお
ける「公共関与」による産業廃棄物処理施設の設
置の方針とされる。しかし、「公共関与J=第三セ
クタ一方式という等式は成り立たないことはいう
までもない。にもかかわらず、県を初め県の計画
に同調する町村がこうした不等式を住民に一方的
に押しつけることが紛争の大きな要因の一つであ
るO
ところで、こうした行政主導の場合でもその建
設予定地は人目につかない位置が選ばれたり、行
政区の境界であったりする。この面で前述のよう
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に、産業廃棄物処理業者が立地を選択する場合と
全く同様である。行政の側にも依然として「捨て
る」意識が抜けきれていないことがあらわれてい
るO もとより、一方では地域振興策として産業廃
棄物処理施設の導入を図りながら、他方で産業廃
棄物を「捨てる」という意識のままでいることは、
地域振興策の推進者としては著しく矛盾している
と言わなければならない。実際、その3つの計画
のうちのあるものは、周辺自治体の多くが、自分
の行政区域に建設されることを拒否してきたとい
う経緯がある。逆に、それにもかかわらずその施
設を導入しようとする当該村当局者はその導入に
よる地域社会の活性化をうたい文句にさえしてい
る。ここには、迷惑施設であるという自覚と地域
社会の活性化という目標とが同時に存在している
が、それが両立するには迷惑施設の導入の代償と
して掲げられている他の公共施設の建設が地域活
性化の役割を担うよう、位置づけられ期待されて
いると考えられる。しかし、そうした公共施設の
建設による地域活性化が当初の目論見どおり実現
しないことの事例を挙げるに事欠かない。
ところが、この第三セクタ一方式を産業廃棄物
処理施設への公共関与という点で地方自治体関係
者のなかで一定の評価をもっ人々が見られる。そ
の理由はこれまで再三指摘したような民間の産業
廃棄物処理業者による不法投棄や違法操業という
現実を挙げ、公共関与による適正操業を実行する
方式であるというものである。しかし、不法投棄
や違法操業は民間業者によるものばかりではない
ことは、全国的に言いうるのではないか。まして、
近年の、いわゆる「動燃」の事故とその処理をめ
ぐる対応の無責任さは、行政機関によるこうした
事業経営の不信を助長するものである。また、第
三セクターは民間と行政体との共同経営がその内
実であるが、はたして経営体内部で権限や責任の
体系、役割分担等が適切に構成されるであろうか。
営利追求の民間金業的発想と住民へのサービス期
間としての地方自治体という基本的な性格の異な
る機関が一つの経営体を運営できる保証はどこに
あるのだろうか。最悪の場合、どちらも責任をと
らない無責任体制に陥ると懸念される。この点で
は、こうした事業に関して行政機関は監視・監督
業務の役割に徹底すべきであると考える立場から
厳しく批判されている。
経営体の財政面から見れば、そもそも第三セク
タ一方式自体が民間単独での経営見通しが困難な
事業領域に導入されている方式である。したがっ
て、この第三セクターによる大型処分場の操業が
経営的に行き詰まったときには、赤字が当該自治
体の税金でカバーされることになることは自明で
ある。そうした対応は産業廃棄物を排出する製造
業界や素材産業界が本来経営努力として処理すべ
き産業廃棄物処理を税金で処理することを意味す
るのである。これも先に述べた第一次的排出者責
任の原則に反する。
今日、環境問題の一環として産業廃棄物処理施
設問題が論じられているが、産業廃棄物処理施設
の導入を地域振興策として見た場合には、以上の
ような矛盾が内包されているのである O この点は
当該地域で産業廃棄物処理施設に反対する住民の
側からも指摘されている。行政側が「地域振興策J
と銘打つでも住民が真にそれを歓迎しない背後に
は、行政側の「捨てるJ姿勢を敏感に感じ取って
いるからに他ならない。その上、産業廃棄物処理
施設を導入しようとする行政当局は、時としてそ
の施設とは関係のない施設をも併設して、住民の
同意を得ょうとすることさえある。こうした行政
側の姿勢は産業廃棄物処理施設を「迷惑施設Jと
して認識していることを如実に示すものである。
また、地方自治体とはいえ行政側がこうした認
識に留まっていることは、その自治体が産業廃棄
物処理問題の真の解決を「排出者責任」の原則に
則って解決する姿勢を示さない中央政府やそれを
支える産業界の代弁者となっていることを示すも
のである。とりわけ都道府県レベルではこの傾向
が強い。これに対し、小規模の町村では役場自身
が住民と一体となって産業廃棄物処理施設問題に
取り組んで、解決に達しているところが見られる。
小規模の自治体では、町村役場の職員や役職者が
地域の隅々まで、良く見えるからである。
ところで、この点で一般廃棄物処理に関して
「自区内処理」という原則が提示されているが、こ
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の原則を産業廃棄物処理に当てはめてみよう。こ
の原則でいう「白区」は、「第一次排出者の区域」
の意味である。他方では、「白区内処理」でいう
「自」は第一次排出者の自己責任を意味することも
自明である。従って、この面では「自区内処理」を
産業廃棄物処理に当てはめれば、第一次排出者=
製造業者責任を意味することは明らかである。も
とより、製造業者が、産業廃棄物処理施設が設置
されようとする過疎地帯で工場を経営している事
例などみられない。製造業者の立地する「自区」は
工業地帯そのものである O 従って、「白区内処理」
の原則に則れば、産業廃棄物処理施設は工業地帯
に設置すべきであると考えられる。
(3)中央政府の姿勢と産業界・それぞれの矛盾
上記の点は広域処理を推奨する中央政府、ある
いは大型焼却炉の開発に力を入れる産業界の姿勢
とは正面から対立するものである。そもそも、大
型化・広域化という発想は今日の産業廃棄物問題
を生み出した高度経済成長の発想そのものである。
大型の焼却炉を設置し、広範囲の廃棄物収集を進
めることは廃棄物を減量する方向と真っ向から対
立するものである。また、広域化は排出者と処理
者との距離を遠ざけ、その関係を見えにくくする
ものである。それは産業廃棄物の排出者や一般の
消費者の廃棄物処理への関心を弱めるものに他な
らない。こうした結果をもたらす広域化・大型化
の方向は、省資源化の方向、循環型経済社会への
方向転換と矛盾するものであることは言うまでも
ない。
ところが、中央政府や産業界は機会あるごとに
省資源化・エネルギ一節約型産業への転換を口に
するO こうした表向きの姿勢と矛盾する、前述の
廃棄物処理政策ははたしてなにを基盤として形
成・提唱されるのであろうか?あるいは、表向き
の政策と実際の産業廃棄物処理施設問題の矛盾は
なにを意味するのであろうか?
今日の国際経済社会は資源問題・環境問題を避
けて通ることができないところにきていることは
明らかである O いわゆる地球温暖化に対する炭酸
ガス排出抑制策も先進工業国と開発途上国との対
立があるものの、わが国としては先進工業国の一
員としての姿勢を示さなければならない。その姿
勢が国内に向かえば、省資源化や循環型経済社会
への転換である。こうした条件のもとで中央政府
はその具体的プログラムを示すことが求められて
いるし、そのプログラムの一角に産業廃棄物処理
行政が位置づけられねばならないことは言うまで
もない。そしてそのプログラムは今日の「廃棄物
処理j政策ではなく真の「省資源化・資源循環型」
への構造転換の政策でなければならないのである。
けれども、今日のわが国の中央政府にこうした転
換への姿勢が確立しているであろうか?中央省庁
ではこの点で様々な政策の検討が進められている
ようではあるが、今日なお、国民に積極的に開示
されてはいない。
ところで、こうした構造転換のためには産業界
自身の転換への決意が必要であることは言うまで
もない。前述の国際的な動向のなかでいわゆる I
soの取得を目指し、あるいは既に取得した企業
がかなりある。あるいは、リサイクルシステムを
開発したり脱塩素装置を開発して塩化ピニ}ル製
品を溶鉱炉の原料に利用している製鉄業界の企業
もある。こうした個別企業の努力がある一方では、
産業界全体としては前述の方向転換に踏み切る姿
勢を示す傾向は、依然として見られない。ここに
個別資本と総資本との矛盾が見られるとともに、
この矛盾が中央政府の姿勢における、前述のよう
な政策目標と実際の具体策との語離を生む要因と
なっていると考えることができる。
こうした産業界の矛盾と、行政庁聞の矛盾や政
策の不整合、全国に多数の過疎地を生み出しつつ、
大都市圏の過密あるいは首都圏への一極集中をも
たらし、大量生産・大量廃棄政策を進めてきた戦
後の高度経済成長の矛盾、あるいは廃棄物処理を
t 旦ってきた社会階層にかかわる日本の歴史的社会
構造の矛盾等が幾重にも重なり合って、今日の産
業廃棄物処理問題の複雑さを生み出していると言
うことができる。
これまでに今日の産業廃棄物問題の社会的背景
の概況を明らかにしたが、次節ではこの問題を地
域社会の紛争要因に転化していると考えられる社
鵜飼 :V産業廃棄物問題と自治体行政の課題:長野県の事例を通して 69 
会的要因、なかでも行政機構上の矛盾や制度上の
欠陥、あるいは安全性をめぐる問題等について分
析・考察する。
4.産業廃棄物処理施設を紛争化させるもの
(1)産業廃棄物処理行政の所管問題
ゴミ問題や環境問題をこれまで「外部不経済」
として扱ってきたことはすでに述べたが、こうし
た社会科学の姿勢は近代社会がこれらの問題を市
場経済の枠の外で処理してきたことを反映したも
のである。「枠外での処理」とは、廃棄することに
他ならない。これにたいして、今日のゴミ問題は
厚生省をして「循環型社会」と言わしめるほどの
問題であるが「循環型社会」は今日までの「廃棄
型社会」からの転換でしか実現しない。この転換
は「廃棄物Jを「有価物J= r商品」として再生
産し、市場経済の枠内に取り込む転換でもある。
廃棄物処理過程を有価物の再生産過程へと転換す
ることである。
こうした転換は経済構造の転換なしには達成さ
れないことは自明のことである。また、廃棄物を
有価物に再生産するためには新たな技術開発が必
要である O また、すでに述べたようにそうした技
術開発は一部とはいえ産業界で始められている。
ところが、こうした転換や技術開発は優れて経済
的な政策そのものであることは、極めて明白であ
るO 厚生省の言う「循環型社会」への転換は経済
分野における構造政策なしには達成不可能である。
ところで、そうした経済的構造政策を推進する
中央官庁として最も相応しいのは、厚生省という
より通産省である。通産省には、かつての公害問
題が大きな社会的課題として取り上げられた際、
公害被害者よりも企業寄りの姿勢を示したことで、
当該公害被害者のみならず、世論からも厳しい批
判を浴びたことは周知の事実である。それゆえ、
産業廃棄物処理問題を通産省の所管にすることに
は批判や抵抗があることも事実である。
しかし、被害者より加害企業寄りの姿勢で批判
を浴びたという点では、エイズ問題に象徴される
薬害問題における厚生省も同罪である。通産省か
厚生省かという問いは、公害問題や薬害問題にお
ける被害者の立場からみれば大同小異である。
そもそも、昭和45年のいわゆる公害国会におい
て通産省は産業廃棄物処理問題を所管する法案を
用意していたと言われるが、厚生省の所管として
今日の廃棄物及び清掃に関する法(以下、廃掃法
という)が制定された。その後環境庁が設置され
た際にも、産業廃棄物行政を環境庁に移管させる
構想もあったと言われる。今日の廃棄物の物質論
的視点からすれば、廃棄物問題がかつての公害問
題の延長上のもの、同質のものであることは自明
のことである O あるいは、今日の産業廃棄物問題
が第 2次公害問題と呼ばれたり、産業廃棄物自体
がストック公害とよばれるのも同様の文脈である。
こうした視点に立てば、厚生省が昭和 45年に
取った立場は極めて不自然であり、不可解である。
技術開発の蓄積と機構からみても、産業構造の転
換を導く経済政策を所管する機構としても、厚生
省がそれに最適であるということは容認できるも
のではない。とりわけ今日大きな問題となってい
るダイオキシンとそれを発生させるゴミ焼却炉に
関する科学的技術的知見は通産省に蓄積されるべ
きものである。厚生省に必要な知見と姿勢は国民
の健康・生命の安全を守り、貰くためのものであ
る。
公害問題ではこの点で通産省対厚生省という二
つの官庁間で緊張があり、不十分ながら一定の政
策をもたらしたのである。しかし、今日の産業廃
棄物処理問題では産業廃棄物処理業者への許認可
権が、厚生省の所管する廃掃法の枠内にあり、し
かも、機関委任事務として都道府県知事のもとに
ある O したがって、産業廃棄物処理施設が一つの
企業としてダイオキシン等の有害物質を周辺に排
出したり、不法投棄や違法操業により周辺地域の
自然環境を汚染したり、住民の健康被害を引き起
こしている事例は公害問題そのものである。しか
も、かつての公害問題で、は通産省対厚生省という
緊張関係のなかで国の対策が進められたのに対し、
この産業廃棄物処理問題ではそうした関係が成立
していない。
もとより、かつての公害問題の際にも、今日で
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も中央諸省庁聞の緊張よりもそれら省庁を後押し
する産業界の意向が強く働き、厚生省や環境庁が
国民の側に立つ姿勢を貰くことを期待することに
は批判があろう。しかしながら、厚生省が産業政
策論や技術論的視点を欠いたままで産業廃棄物処
理問題で政策上のイニシアテイヴを取り、廃棄物
行政を進めてきたことが今日の産業廃棄物処理問
題をここまで深刻なものにしたという面を否定す
ることはできないであろう。
(2)中央省庁聞の政策不整合
ところで、廃棄物処分場問題に関する中央省庁
で関わりがあるのは、上記二つの省庁だけではな
い。さきに、県北部の堆肥センター問題を挙げた
が、この施設は農水省の所管である。実際に、同
センターは農水省が監督権限を持つ法人から補助
金を受けて建設されている。また、堆肥が不法投
棄された現場は、農水省が直轄で建設した国営農
場である。にもかかわらず、この問題の一連の流
れのなかで農水省の動きは全く報じられていない
し、市当局者もこの点で何の説明もしていない。
さらに、国や県が農地保全の面から何らの措置を
取っていないことも重大な問題ではないかと地元
の一部では指摘されている。
このI市や県東部のS市のような堆肥センター
の操業が問題となるには、共通する社会的背景や
要因がある。共通の背景としては既に述べてきた
当該地域社会の立地条件が過疎地であること、お
よび行政区の境界区域という点である。また、堆
肥センターあるいは工場が悪臭公害をもたらして
いる点が共通する O
堆肥センターで悪臭が発生するのは、堆肥の生
成過程に問題があるからである。堆肥は原料であ
る有機物をバクテリアが分解することにより生成
されるが、そのバクテリアは好気性バクテリアで
あるO 好気性バクテリアが正常に活動し、有機物
を分解する過程では悪臭は発生しない。悪臭が発
生するのは嫌気性バクテリアによるものであり、
その悪臭は腐敗臭である。したがって、悪臭を発
生させている堆肥センターは正常に稼働していな
い状況であると考えられる O それゆえ、この状況
で生成される堆肥は本来の堆肥ではない。けれど
も、悪臭堆肥センターではそうした「似非堆肥」を
脱水、乾燥させて悪臭を取り除いて「堆肥Jとし
て出荷する O しかしながら、その「似非堆肥」は
好気性バクテリアによって分解されていないもの
であり、腐敗の過程で人為的に乾燥させたもので
あるから、実際に使用された場合には農地で水分
を与えられて腐敗過程が再現される。この再現に
よって農地の土壌は酸化し、劣悪になり、農作物
に悪影響を与えることになるO 実際の農家ではこ
うした「堆肥」を見分けることができるが、都市
部の一般家庭でそうした「堆肥Jによるトラブル
が発生していると言われている。
ここで、似而非堆肥がどうして「堆肥」として
商品化され、流通するのかという点が問題とされ
なければならない。これについては農水省の所管
する堆肥の成分に関する規定にその問題の根源が
あると言わなければならない。堆肥に関するわが
国の規定では、堆肥に含まれではならない重金属
類の規制条項があるのみで、その生成過程や製品
の質に関する規定が全くない。したがって、重金
属類を含まないかぎり極めて粗悪な堆肥が商品と
して市場に流通することになる。こうした規制の
暖昧さが「似非堆肥jと悪臭堆肥センターを生み
だす根拠であると言うことができる。この問題は
かくして産業廃棄物処理問題である以前に、「似非
堆肥」問題としては本来は製造物責任の問題であ
る。また、悪臭問題は典型的な工場公害の問題で
あるO けれども、さらにその似而非堆肥の原料に
産業廃棄物処理汚泥が混入されている疑いがある
という点で、産業廃棄物処理問題としても見過ご
すことのできない問題なのである。
I市やS市の堆肥センター悪臭問題や不法投棄
問題はこうして農水省や厚生省の双方に跨がる問
題であることは明らかである。そして、厚生省の
言う循環型社会への転換のためには産業廃棄物処
理問題や汚泥処理問題等を資源再利用過程や再生
産過程に組み込まなければならない。そのために
は先に述べた製造物責任論的視点も導入した複合
的な視点から、転換のための構造政策と、堆肥の
成分や製造過程に関するような多方面のさまざま
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な基準値を一貫した体系に再構成しなければなら
ないのである。もとより、そこで求められる体系
的な基準は国際的なものでなければならないこと
はいうまでもなしミ。
かくして、堆肥センター問題や畜産汚泥の処理
という農水省が所管する問題の広がり、建設省が
所管する建設廃材の量の多さ等、通産省や厚生省
に限らず幾つもの官庁が抱える廃棄物処分場問題
の多様性と複合性を直視するとき、これらの官庁
聞の政策的整合性と一体性が、この問題解決に不
可欠であることが明らかとなる。その上、すでに
述べたように、産業廃棄物処理問題は公害問題と
同質の問題であるからには、廃掃法の抜本的改正
を軸として産業廃棄物処理政策を一元化し、これ
までの公害問題への様々な対策と一体化させてい
くことが、今日のこの問題の解決にとって不可欠
である。
昨今の行政改革の流れのなかで、中央省庁の統
廃合が進められているが、この問題を所管すると
される新しい環境省で、はたして今述べたような
視点や政策が立てられていくのであろうか懸念さ
れるところである。
(3)中央省庁と地方自治体の関係
ところで、前述のように産業廃棄物処理施設の
設置に関する許認可権は1991年に改定された廃掃
法では都道府県知事のもとにあるO この許認可権
の行使に関し、実際の運用は保健所が窓口となり、
直接関わりのある市町村はこの行政過程に直接関
与できる制度になっていない。せいぜい、設置に
際し地元住民の同意を得るよう業者を指導し、ま
た、当該市町村長からはその設置に関する意見書
の提出を求めてきた程度である。ところが、周知
のように1997年施行の改正廃掃法ではその規定が
廃止されて当該市町村の関与はより一層希薄に
なった。しかしながら、長野県に限らず全国各地
でこの「住民同意jを事実上継続させているとこ
ろが多いと伝えられる。ここに、産業廃棄物処理
問題で国と地方自治体との、とりわけ都道府県を
挟んで市町村との対立、あるいは括抗関係が顕著
に表れていると言わなければならない。すでに、
本誌第64号の拙稿でこの住民同意に関し、市町村
内での同意形成過程の問題点を指摘し解明したが、
岐阜県御嵩町で実施された産業廃棄物処理施設の
建設に関する住民投票をめぐる県と同町との確
執・対立は、その後岡山県や宮崎県に広がった同
様の問題の先駆的事象である。長野県では住民投
票の動きこそ見られないが、既に述べたように県
が設置・操業を許可した産業廃棄物処理場に対し、
県南部のM村で業者に対し建設工事差し止めを求
める訴訟を起こしている。また、すでに北部のM
村では同様の訴訟を提起し、勝訴している。これ
ら二つの事例はいずれも役場自身が訴訟に踏み
切った点で注目されている。南部M村の役場幹部
はその訴訟のために県との関係が悪化しているこ
とを懸念しているが、その言外に県の認可それ自
体の取消を求める訴訟が本来であることを示唆し
ていた。もとより、地方自治制度における今日の
状況を考えると、県を相手に小さな町村がそうし
た訴訟を起こしうるものでないことは言うまでも
ない。役場でさえ県に対するこうした姿勢を示す
ところでは、住民の県に対する不信感はさらに強
いものがあるO
他方、県東部のS市では堆肥センターの悪臭に
悩む地域があり、すでに住民運動が起きているが、
厚生省出身である同市市長は住民の声に傾ける耳
を持たないという姿勢全見せている。ここにも、
住民・町村(あるいは市)・県という行政機構のヒ
エラルヒーの中で住民の声が中央に届き難くなっ
ている構造がある。こうした構造は形式上の地方
自治とは逆に中央集権的と言わざるをえないもの
であるが、これは一方では既に述べたように廃掃
法に規定された都道府県知事の産業廃棄物処理施
設に関する権限や市町村の役割の問題から生じて
きているものである。それとともに、地方自治制
度の根幹に係わる問題でもある O 現在のわが国の
地方自治制度においては、上記の住民投票の結果
がなんら法的拘束力がないことに示されるように、
住民の三つの直接請求権のうち解職権を除いて条
例提案権は制定請求権に制約されているし、住民
投票権は法的には認められていない。かくして、
住民の直接請求権は今日の日本では半分しか確立
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していないことになる。それゆえ、住民の生活環
境と健康を守る運動の過程が複雑かつ住民自身に
とって不透明で、あり、その要求の実現のためには
膨大な労力を要する事態が生まれ、産業廃棄物問
題に限らず紛争が生じている地域の問題解決が長
期化してしまうのであるO
(4) r排出者責任」から無過失責任論ヘ
これまでは、今日の産業廃棄物処理問題の生ず
る社会的背景や行政機構上の問題を取り上げてき
たが、いま一つ重要な要素として、不法投棄や不
法操業が生ずる制度上の問題と産業廃棄物処理業
界自体の特質について考察する。
現在の廃掃法では廃棄物の処理について、その
排出者が処理するよう「排出者責任」が規定され
ている。けれども、その内容と実際の運用は、厳
密なものでなく、そこに不法投棄や違法操業がは
びこる要因があると考えられる。すなわち、同法
に定められた「排出者責任」の規程における「排
出」は、廃棄物を排出するある製造業者が産業廃
棄物を専門の産業廃棄物処理業者に同廃棄物の処
理を委託する契約をかわし、所定の処理料金を支
払うことで、完了するのである O それによってそ
の「責任」も消滅する。そして同時にその委託を
受けた産業廃棄物処理業者が「排出者責任」を負
うことになる O いわば、産業廃棄物の移動ととも
にその「排出者責任」も移動する構造になってい
るのである。したがって、現廃掃法では、さまざ
まな段階で「排出者jが出現する O もとより、最
初の段階で産業廃棄物を排出した製造業者が第一
次排出者であること、したがって、「排出者責任」
を一義的に背負うべきは第一次排出者であること
は自明である。
けれども、現行法ではその処理責任が、廃棄物
の移動によって本来負うべき廃棄物の第一次排出
者から遠ざかってしまい、責任の所在が一層不鮮
明になってしまう。他方、廃棄物の第一次排出者
と産業廃棄物処理業者の聞の処理委託契約は、市
場原理に則って交わされる O したがって、そこで
は、より低料金で廃棄物処理を請け負う産業廃棄
物処理業者が第一次排出者から産業廃棄物処理の
委託契約を交わす。ところが、その産業廃棄物処
理業者は経営上その処理を契約した低料金に応じ
た処理をすることになる O この「低料金に応じた
処理」とそれを生み出す現行廃掃法のあいまいな
「排出者責任」の規定こそが不法投棄や違法操業の
温床である。繰り返すが、この不法投棄や違法操
業の責任は、現行法では第一次排出者である製造
業者には及ばない。
この点に関し、今日汚染者負担の原則 (PP P) 
から拡大生産者負担の原則 (EP R)への転換を
産業廃棄物処理政策のなかで求める動きがある一
方で、産業界は総体として産業界の負担増をもた
らすこうした動きに抵抗する姿勢を示している。
第一次排出者の責任を求めるこれまでの主張は、
このERP原則に即したものであることは明らか
である。
ところで、近代日本の産業化の進展とともに深
まってきた鉱毒問題における被害者救済政策のな
かで、鉱業法が「利益あるところに責任あり」と
いう原則を確立してきたことを想起するとき、環
境問題が深刻な今日の経済社会において、すでに
戦前の鉱業法において鉱害被害者救済の政策で確
立された「利益あるところに責任ありJの原則、あ
るいは「無過失責任」の原則に立つべきであるこ
とは自明である。いつの時代でも利益を挙げる経
済活動の担い手がそれに伴う責任を負うことは当
然の理である。その上、経済社会の持続性が求め
られている今日においては、この原則は持続性を
担う企業責任として不可欠であるO こうした原則
に沿って、製造業とりわけ素材産業分野の企業に
自己責任の一環として、産業廃棄物処理の責任を
負わせる制度と政策を制定することが今日の産業
廃棄物処理問題の解決にとって根幹となるもので
あると考えるO
(5)産業廃棄物処理業者の体質とその歴史的位置
他方では、今日産業廃棄物処理問題の深刻化す
るなかで、産業廃棄物処理業者を取り巻く状況は
厳しいものがあり、廃業を指向する動きもある。
けれども、産業廃棄物処理業者が周辺地方自治体
や当該自治体内の一般廃棄物処理を請け負ってい
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る場合が多数ある。こうしたなかでの廃業指向は、
それら自治体への無言の圧力となっており、自治
体とのしたたかな駆け引きのなかで、業者は生き
残りを賭けてきているのである。
こうした動き等によって、産業廃棄物処理業者
に関する印象は一般市民にとって決して良いもの
ではないし、実際にさまざまな風評が同業者に関
して流布していることは事実である。実際、長野
県内各地で紛争を引き起こしている産業廃棄物処
理業者についても、さまざまな風評を耳にする。
そして、その風評を通してかいま見えるのは、廃
棄物処理を担ってきた人々の社会階層と日本のな
かに現存する歴史的差別の構造とが、深いところ
で係わっていることである。
では、そうした業界に関する正確な実態は、果
してどのように把握されているであろうか。長期
的に見て、既に述べてきた循環型社会の実現に向
かうとき、これまで廃棄物の処理を担ってきた
人々への対策、産業廃棄物処理業界への転業対策
は必須であることを思えば、その業界に関する実
態の正確な把握が求められているのである。
先にのベた構造政策の確立と実施のためにはこ
うした面の実態把握が含まれなければならないこ
とは言うまでもない。
5.産業廃棄物処理問題と住民運動の特質
これまで明らかにしてきたように、長野県内各
地で多くの産業廃棄物問題が紛争化し、現県政で
は産業廃棄物処理を厳しく規制する方向にないう
えに、国の基本政策も明確な構造転換を打ち出せ
ないでいるO こうした状況では各地の住民運動の
力と方向性が問題解決にとって大きな影響力を持
つO そこで、最後に県内各地の産業廃棄物問題に
係わる住民運動を考察しその特質を明らかにする。
前節までに述べてきたように、県内で産業廃棄
物問題が地域紛争を引き起こしているのは、堆肥
センター問題を含め大半は農村部である O 他方で
は、県内の中部や南部の都市部では、近年の住宅
開発が進み、かつては農村部であったり丘陵地帯
であった一角に住宅街が形成されてきているO そ
うしたなかには、すでに当該地域に産業廃棄物処
理施設が操業しており、そこで新興住宅地の住民
とのあいだでその操業をめぐるトラブルが生ずる
ような事例もある。そうした場合に、住民の動き
が所によっては新興住宅地の住民のみによる場合
もあれば、農村地区の住民と新興住宅地の住民の
協力による場合もある。したがって、産業廃棄物
問題に係わる住民運動はその地域の社会的特質に
即して、農村地区の形態、都市部の形態、都市部
と農村部の混合形態という、おおよそ 3つの形態
に分類される。
そこで、その3類型のそれぞれについて住民運
動の特質を明らかにする。
農村地区では、戦後農業が変貌してきたことに
よって純然たる農村的景観が様変わりしたり、勤
労者が増加したり、生活様式も家電製品や自家用
車の使用という面で一見、都市生活者と大差ない
ように見られる。けれども、住民運動が外部から
見えるような状況になる過程では、伝統的な農村
の文化基盤が大きな力として作用していることが
あらわになる O そこでは、反対運動の核が当該地
域社会の自治組織たる自治会のなかに結成され、
農村の公的組織として認知される。こうした経緯
を辿る運動は地方自治体の現職議員や元議員ある
いは自治体の役職経験者を軸として結束が図られ
強固な運動をすすめることになる。したがって、
それに要する期間は比較的短い。
その運動は、規模の小さいせいもあって外部か
らは「村ぐるみJの反対運動と受けとめられる。す
でに述べたような役場自身が訴訟に踏み切ったり、
環境調査に乗り出したりするところはこうした文
化的基盤と運動の展開がその背後にある。
これに対し比較的大きな規模の都市部の新興住
宅地で同様の産業廃棄物問題が生じている事例で
は、前述のような文化的基盤が形成されておらず、
ましてその地域を基盤にする地方議会議員や役職
経験者が運動の軸になることはほとんどない。そ
もそも、新興住宅地の自治組織自体が、行政側か
らの実質的指導の下に形成される場合が多く、し
たがって自治組織とはいえ、行政の末端機関化し
ていることが多い。
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こうした場合、運動の発端は比較的若い世代の
母親が子供の健康を懸念して小さな会合を作り上
げることが多い。いわゆる都市的市民運動の形態
をとる。しかし、先に述べた農村部に見られるよ
うな地縁的な基盤や人脈がほとんどないために運
動が地域の周辺や行政当局に影響を与えるように
なるには多くの時間と労力を要することになる。
長野県内の産業廃棄物問題に取り組んでいる住
民運動には、こうした地域的特性が見られるので
ある。したがって、それらの地域で住民集会が聞
かれるとき、その参加の顔触れには大きな相違が
見られる。前者の農村地域では圧倒的に年配の男
性で、農業に従事してきた住民が多い。その会合
には地域の有力者が顔をそろえたり、時には自治
体の幹部が加わることもある。そして、そこでの
議論は農業生産者という視点で環境問題が論じら
れる。あるいは、発端は子供の健康問題であった
としても、そうした視点や論点が議論のなかに係
わってくる。ここでの住民運動は単に消費者とし
て産業廃棄物処理施設の被害者であるだけでなく、
農民=生産者として環境問題を捉えている。した
がって、産業廃棄物処理施設の影響を論ずる際、
かれらの指摘する事例は極めて具体的であり、当
該地域における位置づけも明確である。また長い
時間的経過の視点を持った議論が展開されて、数
十年の視野でいくつかの事例が比較される。
これにたいし、都市地域での住民運動の集会で
は、参加者は若い母親が圧倒的である。男性の参
加者は新興住宅街の新しい自治会役員や数少ない
自営業者、あるいは停年退職後の年配者という顔
触れである O そこでの議論の特徴は、文献から学
んだ科学的データに関するものが多く、数字や片
仮名の専門用語が飛び交う。しかし、実際に住宅
地の植生や立地条件に関する体験的事実の議論が
乏しい。また、彼らの生活圏自体の特質からか、自
然を面的な視点で捉えていることが少ない。まし
て、数十年にわたる長い時間的経緯の中で経験し
てきた具体的事例が取り上げられたり、話題にな
ることはない。その地域が新興住宅街であること
を考えるとこうした特徴はまったく当然のことで
あり、生産者の視点を持つ農村地域と文化的基盤
が全く異なるのである。また、住民の居住歴から
も農村地区で存続してきた人間関係と大きく異な
るものであることは言うまでもない。しかし、都
市部の運動は農村部のそれと異なり、メディアの
利用は活発である。手作りのチラシからインター
ネットの利用等多様である。
ところで、この節では都市部と農村部の相違を
文化的基盤の相違と表現した。ではこの文化的基
盤とはどのような概念であろうか。社会学的には
都市部と農村部との社会的基盤の相違はいまさら
論ずるまでもない。しかし、日本の地域社会研究
の蓄積があるにもかかわらず、環境社会学的には
まだ文化的基盤の相違を解明してきていないと考
える。すなわち、ここで指摘したように、地域社
会のなかで住民が自然とどのような関わりを持ち、
どのような自然認識を持っているのか、どのよう
な自然観を持っているかが重要な点であると考え
るのであるO そして、そうした認識や観念が住民
生活のどういう側面と係わっているかが問われる
のである。
住民といっても農村部では農民という生産者で
ある。他方、都市部では大多数が勤労者という形
の生産者である。そして、地域社会の住民である
ことによって被害者でありつつも、時には公害企
業の従業員であったり、産業廃棄物を排出する企
業の従業員であることもある。したがって、専門
的生産者として当該地域の自然や環境問題を捉え
ているのである。そうした生産者の側面に関する
議論や視点を欠いたままの住民運動論は、当然一
面的とならざるを得ない。
かくして、住民が環境問題に立ち向かう時に、
生産者として地域社会の自然をどのように見てき
たか、どのように自然と係わってきたかが重要視
されねばならないのである。地域社会の文化的基
盤とは、環境社会学的には、住民の地域社会の自
然に対する係わり方やその認識の有り様そのもの
であるが、そこでは生活者が同時に生産者である
という側面を視野に入れなければならないのであ
る。そして、都市部や農村部の文化的基盤の相違
を規定するものとして居住歴や生活歴の面も視野
に入れたものでなければならないのである。
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最後に、住民運動と政治との関わりについて考
察してみよう。
これまでに論じてきた住民自身の運動が政治と
の関わりでどのように認識されているであろうか。
これまで見てきたような住民の集会・会合では直
接であれ間接であれ、さまざまな文脈で政治との
関わりが議論される。もとより、こうした産業廃
棄物問題に住民として取り組み、地方自治体への
さまざまな働きかけをしてきたことや、今後も問
題解決のためにするであろうことは、地域社会の
住民として、地域社会を担い、そこにおける意思
決定の当事者としての当然の社会的行為であり、
政治的行為である。住民運動は当初から政治的活
動である。にもかかわらず、住民自身の運動が「政
治活動」と外部から見なされることへの抵抗は農
村部はもとより都市部でさえかなり強い。そこに
は「政治アレルギーJといえるような面がみられ
る。けれども、そうした側面には、政治活動と政
党活動の混同、政治性と党派性の混同が見られる
のである。住民にとって生活の場である地域社会
の環境と住民自身の健康の維持が運動の目的で
あって、彼らの運動が政党活動と同一視されるこ
とへの嫌悪感と不安感が大方の集会や会合の背後
に漂っている。
この意味でこれまで見てきた運動はその本質に
おいて保守的であると言わなければならない。「村
ぐるみ」という強さを持った農村部の運動はこと
さらその傾向が強い。他方、都市部においては「政
治アレルギー」というより「脱イデオロギー」あ
るいは「脱政党」という傾向が強い。
かくして、長野県に見られる産業廃棄物問題に
立ち向かっている住民運動はけっして、革新的運
動ではなく、基本的には保守的な運動であるO そ
もそも、生活を守ろうとする運動はその目的から
して、本来的に保守的である。町村役場が訴訟を
起こす場合、現在の日本の地方自治制度の欠陥を
あらわにするという「革新的J帰結をもたらすも
のであるにもかかわらず、保守なのである。逆に
言えば、極平凡な日常生活の維持を求めて起こす
ささやかな運動が、今日の日本では産業界を大き
く揺さぶり、地方自治を含め政治制度の大きな構
造的欠陥を白日の下に晒しつつあるのである。し
たがって、ここでは運動の方法における革新と目
的における保守とが区別されなければならない。
これを混同するとき、現象としての住民運動を
「ねじれ」として見誤るのである。もとより、住民
の保守的目的という場合の保守性と政権における
保守性とは区別されなければならないことも自明
である。
これまで見てきたように、住民の保守的運動が
戦後保守政治のもとで進められてきた産業政策と
その構造とを根底から揺るがしているのが今日の
産業廃棄物問題である。これに対して、今日の産
業廃棄物問題に係わる運動のこうした特質をどう
把握しているかは不明であるが、さまざまな住民
運動を支えてきた革新政党の動きが県下では見え
にくくなっているO それどころか、そうした政党
のなかにはこれまで述べたように長野県が推進し
ている第三セクタ一方式の大型産業廃棄物処理施
設建設に賛同し、積極的に係わっていることも
あって、これまで挙げてきた住民運動の事例では
政党がその当初から係わっていることはほとんど
ない。この点で、住民運動と政党活動の関係をど
う考えるかは、先に述べた住民運動の中にある
「政治アレルギー」の問題とも係わる別の重要な課
題である。この課題はさらに産業廃棄物問題やさ
らに一般化して環境問題に取り組む住民運動と政
党活動の関わりでの課題である。また、さらにそ
れは政党の持つイデオロギーと住民運動を担う
人々のイデオロギーの問題であり、環境運動とイ
デオロギーの関係という近代社会が抱え込んだ根
深い問題がその根幹に横たわっているのである。
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This report is the environmental-sociological analysis of the industrial waste problems and 
the task of local government. 
The wast problems are composed of the 3 types : The first type is the incinerator-problem. 
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